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は じ め に
1976年 の第31回 国連総会において,1981年 を 「国際障害者年」と定め,障 害者の社会参加を
実現するため国際的な取組みを行うことが決議 された①。交通機関の改善 も重要な目標とされ,
これを契機として,欧 米諸国を中心に,交 通機関のアクセシビリティを向上させ,障 害者のモビ
リティを確保するための対策が組織的に展開されるようになった(2)。
「国際障害者年」の設定が,モ ビリティ確保対策(以 下,原 則 として 「モビリティ対策」 と略
記する)の 発展の契機となった背景には,い くつかの事情が存在する。第一に,社 会福祉の基本
理念として 「ノーマライゼーション」の考え方が普及 し,障 害者を施設に入所させて基本的サー
(1)「 完全参加 と平等」が目標テーマとされ,障 害者が社会生活および社会の発展に完全に参加できるこ
と,他 の人々との平等な生活が営めること,経 済的および社会的発展によって改善される生活状況を平
等に享受できることを目的 として,世 界各国で障害者問題に対する取組みが行われた。 さらに,1982
年の第37回 国連総会においては,1983～92年 を 「国連 ・障害者の十年」 とすることが決議され,や は
り 「完全参加と平等」を目標テーマとして,障 害者問題に対 して積極的に取 り組むことの必要性が確認
された。総理府編,p.3。
(2)「 モビリティ」の概念を構成する用語として最:も基本的なのは,「 移動能力」(abilitytomove)お よ
び 「アクセシビリティ」・(accessibility)で ある。「移動能力」 とは移動に関わる個人的能力であ り,①
歩 く,乗 る,降 りるなどの 「身体的移動能力」,② 見る,聴 く,話 すなどの 「知覚的移動能力」,③ 交通
サービスを購入(あ るいは自家生産)で きるなどの 「経済的移動能力」な どから成っている。また,
「アクセシビリティ」とは,交 通システムの一般的な利用 しやすさであり,① 駅舎に段差がないなどの
「物理的アクセシビリティ」,② 交通サービスあるいは交通施設に関する情報が支障なく入手できるなど
の 「情報的アクセシビリティ」,③ 運賃が安いなどの 「経済的アクセシビリティ」などから構成 されて
いる。そして,「移動能力」 と 「アクセシビリティ」の両方に支障がある場合に,個 人の移動の容易性,
すなわち 「モビリティ」が制約されることになる。ただし,高 齢者 ・障害者のモビリティ問題を論ずる
場合には,通 常,「 経済的移動能力」および 「経済的アクセシビリティ」は,「移動能力」および 「アク
セシビリティ」の定義には含まれない。なお,ア クセシビリティの形容詞はアクセシブル(accessible)
だが,こ れは日本で広 く使われる 「バ リアフリー」(和 製英語ではないが,欧 米の文献では使用例が少
ない)に 相当する用語であ り,`accessibletransport'(ア クセス可能な交通)な どの形で,欧 米諸国で
広 く使用されている。
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ビス(衣 食住)を 提供する 「施設福祉」か ら,地 域の中で普通の生活を送れるようにする 「地域
福祉」・ないしは 「在宅福祉」へと,社 会福祉の基本的潮流が転換 しつつあったことである。地域
の中で普通の生活を送るためには,通 勤,通 学,買 物,レ ジャーなど,様 々な目的の外出行動が
前提 となる。 しかし,従 来の交通,特 に公共交通機関は 「健常者」の利用のみを想定 し,そ の安
全かつ迅速な大量輸送を課題 としてきたため,障 害者にとってきわめて利用 しにくいものであっ
た。第二に,先 進諸国において人 口の高齢化が進み,高 齢者の総数 ・割合共かつてない水準に達
していた上,高 齢化の一層の進展が予測されていたことである。特に,身 体機能の低下が著 しい
とされる後期高齢者(75歳 以上)の 増加が顕著であった。加齢 は身体障害を発生させる最大の
要因でもあり,現 に障害者の大半は高齢者である(他 方,高 齢者の相当部分が障害者)。 高齢化
の進展に伴い,身 体機能の低下または障害 によってモビリティに制約を受ける人 々,す なわち
「移動制約者」の大幅な増加が見 られ,対 策が急がれたのである。
こうした背景の下,欧 米各国は1980年 代以降,鉄 道 ・バスなど公共交通機関を中心 として,
様 々なモビリティ対策を実施 してきた。それらは物的施設 ・設備などハー ド面の対策から,情 報,
経済,制 度などソフ ト面の対策まで,広 範な領域にわたっている。各国の対策が本格化 してか ら
20年 余 りが経過 した現在,モ ビリティ対策の歩みと現状,そ して今後の課題について検討する
ことは,日 本の対策への示唆を得るためにも重要な意義があると考えられる。
本論文では,欧 米諸国の うちイギ リスの陸上交通を取 り上げ,3つ の時代区分を設定 して,モ
ビリティ対策の展開過程を検証する。イギリスを取 り上げる理由は,主 として次の2点 にある。
第一 に,「福祉国家」 の先駆的存在であるイギ リスにおいては,福 祉サービスの補完として,高
齢者 ・障害者に対する交通サービスの提供が早くか ら行われており,モ ビリティ対策における2
つの潮流,す なわち 「福祉政策としてのモ ビリティ対策」および 「交通政策 としてのモビリティ
対策」のうち,前 者の発展過程を検証する上で,恰 好の事例を提供 しているという点である。第
二に,イ ギ リスは 「交通先進国」 として交通技術の発展を主導する一方,交 通政策においても,
組織政策(国 有化と民営化),規 制政策(規 制の導入 と撤廃),補 助政策などの面で多 くの先進事
例を提供 してきたが,「交通政策 としてのモビリティ対策」においても,そ れらの政策と絡み合
いながら,多 様かつ先進的な実践事例を提供 しているという点である。
なお,本 論文では,① 「高齢者 ・障害者」を 「移動制約者」(身 体的 ・知覚的移動能力に制約
のある人 々)(3>の意味で使用する場合が多いこと,ま た,② 「高齢者 ・障害者のモビリティ問題」
や 「高齢者 ・障害者のモ ビリティ対策」 という言葉の修飾句を省き,単 に 「モビリティ問題」や
「モビリティ対策」と略記する場合が多いことをお断 りする。
(3)「 移動制約者」(peoplewithmobilityhandicaps)のより厳密な定義は,「 身体的 ・知覚的移動能力




1イ ギ リスにおけるモビ リテ ィ問題の規模および交通 システムの構造
1.モ ビリテ ィ問題 の規模
イギ リスの公式 文書で は,移 動制約者 の数 を600万 人 と表現 す ることが多 い。例 えば運輸大臣
の諮 問機関,障 害者 交通諮 問委 員会の報告書 には,「 イギ リス(グ レー ト・ブ リテ ン)に は,交
通 サー ビスまたは交通 イ ンフラを利用 できないか,あ るいは大 きな困難 な しには利用 できないた
め,モ ビリテ ィを奪わ れてい る人 々が なお600万 人,す なわ ち8人 に1人 存在す る」(4)と書 かれ
てい る。実 際,1989年 に発表 され た国勢調査局(OPCS)の 調査 によれば,イ ギ リスの障害者
(16歳 以上)の 数 は,約620万 人(在 宅者578万 人,施 設入所者42万 人)で あ り,16歳 以上人
口の約12%に 相 当す る。 この うち,モ ビ リテ ィの制約 につ なが るような障害 を持 ってい る人 々,
すなわ ち移動制約者 は約420万 人(16歳 以上人 口の8%)と 推定 され ている。 なお,車 椅子 使用
者 は在宅 障害者の7%,施 設入所障害者 の30%で あ り,移 動制約者の大部分 は,高 齢者 ・障害者
の中の 「歩行が可能 だが 困難 な」人 々 とい うことにな る(5>。
Gillingwaterが 紹介 する別のデー タ(1986年)で は,人 口の少な くとも10%が 移動制約 者で
あ り,人 口の7%が 在来型 公共 交通 の利用 にハ ンデ ィキ ャ ップを負 ってい ると推計 してい る。移
動制約者 の属性 を見 ると,65%が 女性であ り,73%が 年金受給資格年齢(男65歳,女60歳 以上)
であ る(6)。Gillingwaterは 多数 の調査結 果 を基 に,「 私 的交通 または公共交通機 関 を利用 で きな
いか,あ るいは大 きな個人的 困難 な しには利用で きない人 々の割合は,7%か ら15%,す なわち
350万 人 か ら750万 人 に上 る」 と結論付 けている(7)。
これ ら移動制約者 に対 して政府 および 自治体 は,初 期 には福祉政策 の一環 として,後 には交通
政策 と して様 々な モ ビリテ ィ確保対策 に取 り組んで きた。その裏付 け とな ったのが,第 一 に,医
療 ・福祉 のための交通 サー ビスの提供 を定 めた 「1946年 国民保健 サー ビス法」 お よび 「1970年
慢性疾 病 患者 お よび障害 者 法」 で あ り,第 二 に,障 害者 の交 通ニ ー ズへ の配 慮 を義務 付 けた
「1984年 ロ ン ドン地 域運輸法」 お よび 「1985年 運輸法」,第 三 に,障 害者 の交 通施設へ のア クセ
ス権(rightsofaccess)お よび車両 に関す るア クセ シビ リテ ィ規則の制定 につ いて定 めた 「1995
年障害者差別禁止法」 である。
2.交 通 システムの構造
モ ビ リテ ィ対 策 は,様 々 な 交 通 サ ー ビ ス を 通 じ て 具 体 化 さ れ る こ と に な る 。 こ こ で は,Sutton
の 作 成 した 図 に 従 っ て,イ ギ リス の 旅 客 交 通 シ ス テ ム の 全 体 構 造 を 概 観 す る。 こ の 図 は 各 種 の 交
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軸 には,交 通 サー ビスの提供主体別 に3つ の交通部 門が取 り上 げられ,横 軸 には,交 通 サー ビス
の特性 が4つ のカテゴ リーに分 け られて いる。
縦軸 を 中心 に して見 て い くと,第 一 の 「公共交通 」(publictransport)は,利用 資格が不要
で,運 賃 を支 払えば誰で も利用 で きる交通 サー ビスであ る。 公共 交通 は在来 型(conventional)
の公共交 通 と 「非在来型」(unconventional)の 公共交通 に分類 され るが,前 者 に属す るのは,
① 固定路線(fixedroute)で 運 行 され るバ ス,コ ーチ(長 距離iバス)お よび鉄道,② 契約 によ
るバ スお よびコーチ,③ タ クシーな どであ る。 この うち代 表的な ものは,① の固定路線 のバ ス ・
サー ビスお よび鉄道 サ ー ビスで あ り,国 内旅客輸 送量 の大 部分 を 占め る。 鉄道 につ い ては,
a)イ ギ リス国鉄 を引 き継 いだ25の 民間会社 が経営 す る一般鉄道(NationalRail),b)ロン ド
ンおよび グラス ゴーの地下鉄,c)ロ ン ドン,ニ ューカ ッスル,マ ンチ ェスター,シ ェフィール
ドおよびバー ミンガムの ライ トレールがあ る。なおバス ・サー ビスにつ いて は,保 守党政権 の民
.営化政策 によ って,一 部 の市 町村バ ス(municipalbus)を 除 き,ほ とん どが民営化 されて いる。
② の契約 によ って運行す る公共交通 としては,バ ス,コ ーチお よび ミニバ スによる貸切輸送 があ
る。 さ らに,③ の タ ク シー は,個 別 の要 求 に応 じて提 供 され る 「需 要 応 答型 」(demand-
responsive)の 公共交通 であ る。「非在来型」公共交通 は,路 線,運 行 形態,使 用車 両な どが通
常 タイプ と異 なるものを言 い,代 表 例 として は,「 非在来型 サー ビスの最初 の成功 例」⑧ とされる
農村地 域 の郵 便バ ス(postbus)に よ る旅 客輸送(1967年 度開始)と,ロ ン ドンな どで運行 し
(8)Nutley,p.12.
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ている ミニバスお よびモ ビリテ ィ ・バ スが ある。
第二 の 「ボラ ンタ リー部 門交通」(voluntarysectortransport)は,ボランタ リー部 門に よっ
て提供 され る交通 サ ー ビスであ り,コ ミュニ テ ィ ・トラ ンス ポー ト(communitytransport)
とも呼ばれ る。 これ には,農 村地域型 のサー ビス と都市 型の サー ビスがある。前者 は公共交 通機
関が不在 あるいは不十 分な農村地域 において,一 般公衆(generalpublic)向 けに提供 され るサー
ビスであ り,公 共交通の補完ない しは代替である。その代表例が ミニバスを使用するコ ミュニティ ・
バ スで ある。一方,後 者 は主 として高齢者 ・障害者 向 けに開発 されたサー ビスであ り,代 表例は
需要応答型の ドア ・ツー ・ドア ・サー ビス,「 ダイヤル ・ア ・ライ ド」である。 このほか,グ ルー
プ ・ハ イヤー ・ミニバスや ソー シャル ・カーがあ る。
第三 の 「公共 部 門交通」(pubhcsectortransport)は,医療,福 祉,教 育 関係 の公共部 門
(国 の 出先機 関であ る地方保健 当局 および地方 自治体 の福祉 ・教育部局)に よって提供 され る交
通 サー ビスで,医 療,福 祉,教 育 な どの 「社会 サー ビス」(socialservices)の 利用 を可能 にす
るための手段 と して,す なわ ち医療機関,福 祉施設,学 校 な どへの通 院,通 所,通 学のた あに,
病人,高 齢者,障 害者,学 童 等に対 して提供 され るサー ビスであ る。 この うち,地 方保健 当局が
救急車 を使 って行 う 「ア ン ビュラ ンス ・サー ビス」(ambulanceservice)は,非緊急 時 におけ
る外来患者 の病 院送 迎が 中心だが,ボ ラ ンティアが 自家用乗 用車 を使 って行 う需要応答型 サー ビ
ス,「 ホ ス ピタル ・カー ・サー ビス」(hospitalcarservice;HCS)によ る支援 を受 けてい る。
HCSは,ボ ランテ ィアによ って提供 され るとい う意 味で はボ ラ ンタ リー部 門交通 だが,も っぱ
ら公共部 門交通 の支援の ため に行 われ ているとい う点で,公 共部門交通の一部 と見 なす こ ともで
き る。1980年 代以 降,保 守党政 権の公共支 出削減政 策 によ って,各 種 の公共 サー ビスの ボラ ン
タ リー部門への依存 が強 まったが,ア ンビュラ ンス ・サー ビスな ど公共部 門交通 において も同様
の傾向 が進 んだ。 その結 果,HCSの 例 に典型的 に見 られ る ように,今 日で は,ボ ラ ンタ リー部
門交通 と公共部 門交通 の境界 は曖 昧にな ってきてい る。 なお,ヨ ーロ ッパ大 陸諸 国では,ボ ラン
タ リー部門交通 と公共部 門交通 を合 わせて,一 般 に 「スペ シ ャル ・トラ ンスポー ト・サー ビス」
(specialtransportservice)とい う呼称 が行わ れてい るが,イ ギ リスで の使 用例 は少 な い。 ま
た,ア メ リカでは 「パ ラ トラ ンジッ ト」(paratransit)と い う呼称が多 く使 われるが,そ の場合
は固定路線 を除 くことが多い。
これ らの交通 サー ビスの うち,主 に高齢者 ・障害者 を対象 に して提供 されてい るのは次のサー
ビスで ある(9)。
① 公共部 門交 通の うち,地 方 保健 当局 が提供 す る通 院用 の交通 サー ビス,お よび福祉 部局が
提供す る通所用 の交通サー ビス。前者 はア ンビュラ ンス ・サー ビス,後 者 は社会サー ビス輸
送(socialservicestransport)と呼ばれる。
② ボラ ンタ リー部 門交通 の うち,主 に高 齢者 ・障害者 を対象 に して提 供 され るサー ビス。 こ
れには次の ような種類が ある。(a)ボ ラ ンタ リー組織 が,組 織 の活動 との関連で,自 家用バ ス
(9)Ibid.,pp.213-214を 参考にした。
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を使用 して行 うメンバーの輸送。(b)ボ ランタリー組織が,一 般 的な 目的(買 物,社 交,レ ジ ャー
等)の ため に,高 齢者 ・障害者 に提供す る交通サー ビス。ダイヤル ・ア ・ライ ド,グ ルー プ ・
ハ イヤー ・ミニバ ス,ソ ー シャル ・カーなどがあ る。(c}ボ ランテ ィアが,地 方保健 当局 およ
び福祉部 局 によ って提供 され る交通 サー ビスを支援す るため,自 家 用乗 用車 を使用 して行 う
交通 サー ビス(表1で は公共部門交通 に分類)。
II福 祉 政 策 と して の モ ビ リテ ィ確保対 策 一 第二次大戦後から1960年 代まで
1960年 代までのモビリティ対策については,こ れを福祉政策の一環 と位置付けることができ
る。第二次大戦直後の1945年7月 に成立 したア トリー労働党内閣は,前 年の 『ベヴァリッジ報
告』が提案 した社会保障計画に従 って 「福祉国家」の建設に着手 し,社 会保障の諸制度を確立 し
ていった。福祉国家の理念は,1951～64年 の保守党内閣にも受け継がれ,50年 代～60年 代前半
の経済成長に支えられて,概 ね順調な発展を遂げた。 この時期のモ ビリティ対策は,社 会サービ
スの利用手段としての交通サービスを移動制約者に提供するものであ り,そ の主たる担い手は保
健 ・福祉 ・教育当局などの公共部門であった(公 共部門交通)。 一方,戦 前におけるモビリティ
対策の主役であったボランタリー部門は,公 共部門を補完する役割を果た した(ボ ランタリー部
門交通)。 なお,交 通政策と してのモビリティ対策に関 しては,「1968年 運輸法」に基づ く公共
交通機関の運賃割引がほとんど唯一の対策であった。
1.公 共部門交通サ ー ビス
イギ リスにおける高齢者 ・障害 者のた あの モビ リテ ィ対策の歴史 は,医 療,福 祉,教 育 など,
「社会サ ー ビス」(広 義 の福祉)の 提供 に関連 して実施 されたモ ビリテ ィ対策 に始 まる。すなわ ち,
社会 サー ビスの利用 を可能 にす るための手段 と して,病 人,高 齢者,障 害者,学 童等 に対 して交
通 サー ビスを提供す る ものであ る。 これ には,① ア ンビュラ ンス ・サー ビス,② 社会 サー ビス輸
送,③ 教育輸送 サ .ービスの3種 類 があ る。 これ らはいずれ も公共部 門に対 し,法 律 に よって提供
義務 が課せ られている交通 サー ビスであ り,公 共部 門交通 サー ビスや法定交通 サー ビス(statu-
torytransport)な ど と総称 され る。
ア ンビュラ ンス ・サー ビスは,救 急車 による緊急時 または非緊急時(通 院など)の 患者輸送サー
ビスであ り,そ の起源 は19世 紀 の 「聖 ヨハ ネ救急 隊」 や 「イギ リス赤十字協会」 な ど,ボ ラン
テ ィア組織 の活動 にあ る。一方,地 方 自治体 によ るア ンビュランス ・サー ビスの提供 は,事 故 お
よび緊急 時 につ いては1907年,非 緊急時 につ いて は1925年 か ら認め られ るようにな ったが,実
施 は各 自治体の判断に任 され たため,第 二 次大戦 まではボ ランテ ィア組織 によるサー ビスが主力
であ った㈲。
しか し,第 二 次大戦 後 の労働 党政 権 に よ る 「福 祉 国家」 の確立 後 は,医 療 国営化 を定 め た
(10)Nutley,p.206;Sutton,P196;COI(CentralOfficeof『lnformation)pp.363-364.
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「1946年 国民保健 サー ビス法」auの 規定 に基づ き,ア ン ビュラ ンス ・サー ビスの提 供は地域保健
当局(10calHealthAuthorities),すな わち県議会 お よびカ ウ ンテ ィ ・バ ラ議会 の 「義務 」 と
な り,以 後,ボ ラ ンタ リー部 門は 「補完 的」 あるいは 「支援的」 役割を果たす ことになった。地
域保 健 当局 によ るアン ビュラ ンス ・サー ビスは,「 事故 お よび緊急 時」 と 「非 緊急 時 また は外来
患者用 」の2種 類 に分 け られ るが,後 者 は 「病 気や障害に よって他の方法で は通院が できないと
医師が判断 した患者」 に対 して提供 される交通 サー ビスであ り,今 日,ア ンビュラ ンス ・サー ビ
スの9割 が後者 である(127。
社 会サー ビス輸送 は,社 会サー ビス当局(自 治体 の福祉当局)が 担当す る交通 サー ビスである。
社 会サー ビス当局は,「1948年 国民扶助法」 に始 まる一連 の福祉法規 に基づ き,高 齢者,障 害者,
児童 な どに対す る各種 の福祉 サー ビス,す なわち対 人社会サー ビスを提供 してきたが,そ の不可
欠 な一部 とな って いた のが交通 サー ビスであ る。 ただ し48年 法 では,施 設 との間の交通 サー ビ
スを提供 「で きる」 とな っていたが,「1970年 慢性疾病 患者 および障害者法」(ChronicallySick
andDisabledPersonsActof1970)によ って,サ ー ビス利用 のための交通サ ー ビスの提供 をア
レンジす ることが,社 会サー ビス当局の 「義務」 とな った㈹。70年 法は,ア ンビュランス ・サー
ビスにおける46年 法,教 育輸送サ ー ビスにおける44年 法 と共 に,公 共部門交通 サー ビス に関す
る最重要 の法律 となった。 運輸大 臣の諮 問機関 と'して1985年 に設 置 され た障害者 交通諮 問委員
会の年次報告書(1989年)で は,70年 法 を 「1984年 目ン ドン地 域運輸法」お よび 「1985年 運輸
法」(い ず れ も 「障害者 の交通 ニーズ」へ の配慮 を地域交通 当局 に義務付 けた最初 の法律)の 先
駆的存在 と位置付 けている(14)。
今 日の社会 サー ビス輸送 の対象者 および交通サー ビスの 内容 は次 の通 りである。① 高齢者(デ
イ ・セ ンター,ク ラブ,昼 食 クラブ等への輸送),② 身体 障害者(デ イ ・セ ンターへ の輸送),③
精神障害者(成 人 トレーニ ング ・セ ンターへの輸送),④ 精神病者(デ イ ・セ ンター およびデイ ・
ホス ピタルへの輸送),⑤ 児童(保 育所へ の輸送)。 社会 サー ビス部局 はこれ らの交通 サー ビスを,
自家用車両 または レンタル車 両を使用 して提供 してお り,自 家用車両 の中には車椅子使用 者のた
めの リフ ト付 きあるいはス ロープ式の専用車両が含 まれて いる㈲。
2.ボ ランタ リー部門交通 サー ビス
1940年 代後半 に福祉 国家 の諸制度 が確立 し,ア ンビュラ ンス ・サ ー ビスな ど公共部門交 通サー
ビスが普及 する一方,こ れに対す るボラ ンタ リー部門 の支援 ・補完活動 が次 第に活発 化 してい っ
(ll)「 福 祉 国 家 」 の 中核 的 な制 度 で あ る医 療 国 営化(病 院 の国 有 化,医 療 従 事 者 の 公 務 員 化,開 業 医 と国




(15)Sutton,.p.9ほ か 。 な お,デ イ ・ホ ス ピタ ル は1970年 代 か ら発 達 した もの で,昼 間 は 病 院 に 患者 を
留 め て 医療 を施 し,夜 間 は 自宅 に 帰 す。 入 院 と在 宅 治 療 の ギ ャ ップ を埋 め る もの で,高 齢 者 ・障 害者 を
主 な対 象 と して い る。 社 会 保 障研 究 所 編,p.225.
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た。 こ う した活動 は時 に 「隙間 を埋め る活動」(fillinginthegaps)と 呼 ばれ るが,そ の 中心
とな ったの は,ボ ラ ンテ ィアが 自家 用車 を使 って行 う ソー シ ャル ・カー(socialcarscheme;
SCS)で ある。SCSの 起 源は,隣 人 等を 自家用車 に相乗 りさせ るイ ンフォーマルな行為(infor-
malliftgiving)だ が,遅 くと も1939年 までには組織化 されたサー ビスが存在 した とされ る。
SCSに よ る公共部 門交通 サー ビスの支 援 ・補完 活動 と して,ま ず非 緊急時 の外来患者輸 送 につ
いて は,ア ンビュランス ・サ ー ビスおよびボ ランテ ィア組織 に よるサー ビス と並んで,ホ ス ピタ
ル ・カー ・サー ビス(HCS)と 呼ばれ る,ボ ラ ンテ ィア(通 常,退 職 後間 もない人 々)が 個人
ベー スで提供す るSCSが 普及 した。 また,社 会サ ー ビス輸送 の補完サ ー ビス と して は,SCSの
先 駆的 存在 であ るボラ ンテ ィア組 織,「 王立女性 ボ ラ ンタ リー ・サー ビス」(WRVS)な どを通
じたSCSが 普及 した。 なお,SCSに は さま ざまな形態が あるが,今 日,そ の大半はホス ピタル ・
カー ・サー ビスであ り,次 いで社会 サー ビス輸送の補完 サー ビスが多い㈹。
しか し1960年 代に は,公 共 部門交通 サー ビスの補完 ではない,独 自のボ ラ ンタ リー交通サ ー
ビス も登場 して くる。 その背 景 には,公 共部 門交通 サー ビスが単 に施設送迎 を行 うだ けで,高 齢
者 ・障害者の一般的モ ビ リテ ィ(generalmobility)の 要 求に応 えていないという問題があ った。
公共 部門交通 サー ビスを担当す る保健 当局 や社会 サー ビス部局 には,施 設 送迎 以外の交通 サー ビ
スを提供す る権 限が与 え られて いたが,資 金 が乏 しか ったため,ボ ランタ リー部門が先鞭 をつ け
ることにな ったのであ る。 その先駆 とされ るのが,1966年 にバ ー ミンガ ムの ソー シ ャル ・ワー
カー ・グル ープ によ って開始 され た ミニバ ス ・プロ ジェク トである。 これはイギ リスで最初のバ
スに よるボ ランタ リー交 通サー ビスで もあ った。 このプロ ジェク トの成功 に よって,全 国的な慈
善 団体,「 コ ミュニテ ィ ・トランスポー ト」が設立 され ることにな ったが,こ の団体 はボ ラ ンタ
リー交通 サー ビスの発 展 に大 きな影響 を与 え,つ いには 「コ ミュニテ ィ ・トランスポー ト」 とい
う名称が ボ ランタ リー交 通サー ビス全体 を指す用語 となるに至 った(以 下 では,混 同を避 けるた
め,慈 善 団体 の場合にのみ 「 」 を付す)㈹ 。
一方 ,公 共部 門交通 サー ビスの補完 ではない,も う一 つのボ ランタ リー交通 サー ビスの系譜 と
して,1975年 にノーフ ォー ク県 で開始 され るコ ミュニテ ィ ・バ スがあ る。 これ はモータ リゼ ー
シ ョンに よるバ ス輸送 の衰退 に直面 した農村地域 で,「 公共 交通 の補完 的サー ビス」 と して生 ま
れた ミニバ ス ・.サー ビスであ り,上 記 の コ ミュニテ ィ ・トランスポー トとは性格を異 にす る。 な
お,ボ ラ ンタ リー交通部 門の 中心 を占めるのは,後 者 の主 として高齢者 ・障害者 を対象 と した都
市 型の サー ビスであ り,コ ミュニ テ ィ ・バスは農村地域 ρ交通対 策 として重要で はあ るが,ボ ラ
ンタ リー交通部 門の中で は相 対的 にマイナーな位置 にある(18)。
(16)Bailey&Layzell,p.12,p.2];Sutton&Gillingwater,pp.5-7;COI,pp.363-364,
(17)Nutley,pp.207-208;DETR(1999)para.2.16;Sutton&Gillingwater,p.9,
(18)Nutley,p.239ほか 。 コ ミ ュ ニ テ ィ ・バ ス は,都 市 の コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ト ラ ン ス ポ ー ト と 区 別 す る 意 味
で,農 村 コ ミ ュ ニ テ ィ ・バ ス(ruralcommunitybus)と も呼 ば れ る 。
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3.交 通政策としてのモビリティ確保対策の萌芽
1960年 代 までのモ ビリテ ィ対 策 は,保 健,福 祉,教 育 な ど社会 サー ビス(広 義 の福祉)を 担
当す る公共部 門が,当 該社会サー ビスの利用 に必要な移動 サービスを提供す る 「公共部門交通 サー
ビス」 を中心 とし,ホ ス ピタル ・カー ・サー ビスな どボ ランタ リー部 門の活動が これを補完 する
とい うものであ った。 これに対 して,交 通政策(交 通 当局によ る政策)と して のモ ビリテ ィ対策
は,わ ず か に 「1968年 運輸法」(TransportActof1968)による運 賃割 引制 度の創設 が あるの
み だ った。68年 法 はその第138条 にお いて,地 方 自治体 に対 し,高 齢者 ・障害者 に対 す る特別
運賃 割引(concessionaryfares)を実施す る権 限 を認 あて いる。 制度導入 の主た る 目的 は,一
般 に所得 が低 く,し か も公共 交通機関へ の依存度 が高い高齢者 に対 して,公 共交通機 関,特 にバ
スの利用可能性 を高め ることで あ った('9)。
こうした高齢者 ・障害者 に対す る運賃割 引制度 は,「1955年 公共輸送車両(特 別運賃割 引)法 」
(PublicServiceVehicles〈TravelConcessions>Actof1955)にまで遡 る ことがで きる。1964
年 には 自治体 の権限が拡大 されたが,割 引を実施 で きる交通 機関 は,依 然 と して自治体 のバス事
業(当 時 の シェアは輸 送人員ベー スで45%)に 限 られていた(20>。68年 法で は,自 治体 のバス事業
に限 らず,全 ての公共交通事業者 との間で契約 を結ん で,地 域内移 動に対 す る運賃割 引を実施 し,
正規運賃 との差額を事業者 に補償す る権 限が 自治体 に与 え られた。運賃割引 を受 け られるのは,
次 の3種 類 の人 々で ある。① 「65歳 以上 の男性 および60歳 以上 の女性」,す なわち年金受給年齢
に達 した人 々,② 「視 覚障害者(blindpersons),す なわち,視 力が不可欠 で あるよ うな一 切の
業務 を遂行 し得な い程度 の視覚 障害 を有す る人 々」,③ 「歩行 能力 を著 し く阻害 して いる と自治
体 が認 あ るような障害 または損傷(injury)を 負 っている人 々」。ただ し,法 律 で列挙 されている
のは割 引対 象者 の大枠で あ り,実 際 には,各 自治体 の判断 によって様 々な資格制 限が課 せ られて
いた。最 も一般的な事例 は,年 金受給年齢 に達 してい る人 々の うち 「有職者」 を対 象外 とす るも
のである。 なお,法 律には割引率 についての規定 はな く,自 治体に より割引率 は様 々であ った⑳。
68年 法 に よる運賃 割引制度 の問題点 として は,① 公共交通機 関が整備 され てい る都市部 にお
いては有 効な政策だが,公 共交通機 関が存 在 しない,あ るい は不十分 な農村地域 においては有効
ではない,② 公共交通機関が整備 されてい る都 市部 にお いて も,身 体的 な理 由で公共交通 機関を
利 用で きな い者 に とって は,有 効 な政策 で はない,③ 法律 の規定 が強 制規定(mandatory)で
はな く任意 規定(discretionary)で あるため,実 施 され ている 自治体 とそ うでない 自治体 があ




(22)Garden,p.2E;Glover,pp.178-179.この制度に関 しては,バ ス産業の衰退が進む中,バ ス事業者に
とって追加旅客1人 あたりの限界費用がゼロに近いオフピーク時の潜在需要を掘 り起こすことによって,
事業者への 「隠れた補助」(hiddensubsidy)と して機能・し,結 果的にバス ・サービスの存続に貢献 し
ているという評価もなされた。Garden,p,28,
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皿 コ ミ ュニ テ ィ ・トラ ンスポ ー トの発展 と規 制 緩和 一1970年 代
1970年 代 は コ ミュニテ ィ ・トラ ンスポー トの発展期 と位置付 け ることがで きる。 この時期 の
公共部 門交通 は,「 地域福祉」 を基本 と した70年 代初頭 の福祉 制度改革 によ って量的 な拡大 を遂
げ たが,60年 代後半 か らの経済 の停滞 は,公 共部 門交通 の一層 の拡大 を財 政的 に制約 す ること
にな った。一方,ボ ランタ リー部門交通 は,引 き続 き公共部 門を補完す る役割 を果 たす と共 に,
移動制約者 の多 様なニーズ に応え るため,グ ループ ・ハ イヤー ・ミニバスな ど,ボ ラ ンタ リー部
門独 自の交通 サー ビス(コ ミュニ テ ィ ・トラ ンスポー ト)を 提供 す るようにな る。 その発展 を制
度的 に支 えたのが,バ スの規制緩和政策 である。 なお,交 通政策 としてのモ ビリテ ィ対策 につ い
ては,依 然,公 共交通機 関の運賃割引以外 に見 るべ き ものは存在 しなか った。
L福 祉制度改革と公共部門交通サービス
1970年 代 には,ア ンビュラ ンス ・サー ビス,社 会 サー ビス輸送 な ど公共部 門交 通 サー ビスの
供給 が着実 に増加 したが,そ の需 要側の要因 と して は,施 設 ケアか らコ ミュニテ ィ ・ケ アへの転
換 およ び高齢者人 口の増大 が挙げ られ る。 また供給 側の要因 と しては,国 民保 健サー ビス,社 会
サー ビスお よび地方行政 の再編成 が挙 げ られ る。
需 要側の要 因の第一 は,1968年 の.「シーボーム報告」 に基づ く福祉制度改 革(「 シーボーム改
革」)の 結果,従 来の病院等 に よる施設 ケア に代わ って,デ イ ・セ ンター,デ イ ・ホス ピタル等
によ る コ ミュニ テ ィ ・ケ アが重視 される ようにな り,そ れ らの施設が大 幅 に増設 され る⑳ と共
に,通 所 のための交通需要が急増 したことで ある。第二 の要 因は,退 職年齢(男65歳,女60歳)
以上 の人 口が1971～81年 に9%増 加 し,医 療 ・社会 サー ビス需 要 の増大,ひ いては通所 のため
の交通 需要の増大を もた らした とい う点で ある(24)。
一方 ,供 給側 の要因 と しては,①rl970年 地方 自治体社会サ ー ビス法」 によ る社会 サー ビス当
局 の再編成(社 会サ ー ビス部局 〈SocialServicesDepartments>の設置)(25),② 「1972年 地方
自治 法」 による地方行政 の広域化,③ 「1973年 国民保健 サー ビス再編成法」(26)による保健 当局の
中央集権 化(保 健当局 を自治体 か ら切 り離 し,政 府 直轄 と した)等 によ って,医 療 ・社会 サー ビ
スの供給 体制が強化 され,需 要増大 への対 応が可能 とな った ことが挙 げ られる。例 えば,地 方行
(23)デ イ ・ケ ア関 連 の 施 設 お よ び サ ー ビス は1972～77年 に40～67%増 加 した。Bailey&Layzell,p.17.
(24)Nutley,p.207;Sutton,pp.4-6.
(25)こ れ まで 児 童,福 祉(高 齢 者 ・障 害 者 を担 当),衛 生(精 神 障 害 者,精 神 病 者 を 担 当)の3つ に分 か
れ て い た 社 会 サ ー ビス 当 局 が 「社 会 サ ー ビ ス部 局 」 と して 一 本 化 さ れ た 。Bailey&Layzell,p.16;
Sutton,pp。9-10;社 会保 障 研 究 所 編pp.249-322;仲 村 優 一 ほか 編p.199。
(26)「1973年 国 民 保 健 サ ー ビス 再 編 成 法 」 は 医 療 行政 の 中央 集 権 化 を進 あ,医 療 行 政 の 担 当 を地 方 自治 体
か ら,保 健 社 会 保 障 省(DepartmentofHealthandSocialSecurity)直属 の新 た な 機 関 で あ る地 方
保 健 当 局(RegionalHealthAuthorities;RHAs)およ び 地 区 保 健 当 局(AreaHealthAuthorities;
AHAs)に 移 管 し た。 こ れ に伴 い,ア ン ビ ュ ラ ンス ・サ ー ビス も,大 ロ ン ドンお よ び大 都 市 県 で は地 方
保 健 当局,非 大 都 市 県 で は地 区保 健 当 局 が 担 当 す る こ とに な った 。Bailey&Layzel1,p.10.
(73)イ ギリスにおける高齢者 ・障害者のモビリティ確i保対策の展開過程73
政 の再 編成 ・広 域化 による公共支 出の増額 によ って,社 会サー ビス輸 送の拡大 が可能 とな り,社
会 サー ビス輸送 は地 方財政の主要 な支 出項 目とな った。
公共 部門交通 サー ビスに対す る需要 の増大 は,L方 で,こ れを補完す るボラ ンタ リー部 門への
依存 を強め ることにな り,ボ ラ ンタ リー部 門は 「今 や単 な る 『隙間を埋め る存在』 ではな く,死
活 的に重要 な福 祉国家 の柱 」 とな って い った。 例 えば,1978年 のイ ング ラン ドの実績 で はジ外
来患者 の15.4%に 当たる約340万 人が ホス ピタル ・カー ・サー ビスを利用 してい る(2i)。
なお1970年 代 には,公 共部門交通 に関わ る重 要な法律 として,前 節 で述 べた 「1970年 慢性疾
病患者 および障害者法」 に加 えて,「1977年 国民保健 サー ビス法 」の規定 があ り,保 健社会保障
担 当大 臣 に対 し,「 妥 当な全ての要求 を満たすの に必要 と考え る範囲 で」 ア ンビュラ ンス ・サー
ビスを提供 する義務 が課 せ られた。 さ らに,需 要 の増大 を抑制 す るため,① 徒歩,② 公共交通機
関,あ るいは,③ 私 的交 通手段 による移動が医学的 に可能 である患者 に対 して は,こ れ を提供 し
てはな らない とされた(28)。
2.コ ミュニテ ィ ・トラ ンスポー トの発展 と規制緩和立法
主 と して高齢者 ・障害者 の一般的 モ ビ リテ ィを高め る 目的で,1966年 にバ ー ミンガムで 開始
された ミニバス ・プロジ ェク トは,ボ ラ ンテ ィア組織 が所 有す る ミニバ ス(9～16座 席)を 外部
の コ ミュニテ ィ ・グルー プに有料 で貸 し出す という もの で,通 常,グ ルー プ ・ハイ ヤー ・ミニバ
スと呼 ばれ る。 これは初期 の コ ミュニ ティ ・トラ ンスポー ト(ボ ラ ンタ リー交 通サー ビス)の 最
も一般 的な形態 であ り,今 日にお いて も主要な形態 の一つ とな ってい る(29>。
全 国的な慈善 団体 「コ ミュニ テ ィ ・ トラ ンスポー ト」 はバー ミンガムを拠点 と して,1970年
か ら74年 にか けて,こ の ミニバ ス ・プ ロジェク トを イ ングラ ン ド各地 に展開 して い ったが,や
がて財政的 困難 か ら破綻 に瀕 し,内 務 省の ボラ ンタ リー ・サー ビス室 の財 政支 援に よって救済 さ
れ た。 その際,寛 大 な支援 の条件 と して運 営の改善が求 め られ,同 団体 は これ に応えて,全 国的
な管理事務所 をマ ンチ ェスターに設置す ると共 に,常 勤 の財務担 当理事 を置いた。 さ らに,従 来
の全面的な ボラ ンテ ィア依存 を改 め,プ ロジェク トごとに常勤 の コーデ ィネー ターを雇用 し,ま
た,自 治体 および地域 のボラ ンテ ィア組織 との連携を進 めた。 この組織改革 は,同 団体 につ きま
とって いた,交 通 プロ ジェク トではな く市 民運 動の一種 というイメー ジを転換 し,グ ルー プ ・ハ
イ ヤー ・ミニバ スが全国 の主要都市 に普及 す る契機 とな った㈹。
こう した発展 を促進 した要 因 と して次 の2つ が挙げ られ る。第一 は,グ ルー プ ・ハイヤー ・ミ
ニバ スが 「1978年 イ ンナー ・エ リア法 」(lnnerAreasActofl978)に基 づ く都市 再開発 プロ
(27)Nutley,p.208;Sutton,.p.20.
(28)Sutton,P.196.
(29)ミ ニ バ スを 借 りよ う とす る グ ル ー プ は,ま ず 当 該 の コ ミュニ テ ィ ・トラ ンス ポ ー ト組 織 に加 入 し,利
用 資 格 基 準(組 織 に よ っ て異 な る)に 基 づ く審査 を 受 け,利 用 す る場 合 に は事 前 予 約 を行 う。 運 転手 は
自 ら用意 して も良 い し,当 該 組 織 が雇 用 して い る 運転 手 を 利 用 す る こ と もで き る。Nutley,p.218.
(30)Nutley,pp.221-222;Sutton&Gillingwater,pp.12-1f.
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ジェク トに組 み込 まれ,政 府の補助金 を受 け ることができた上,政 府 の雇用創 出政策 によ り,雇
用 省のマ ンパ ワー ・サー ビス委員会 を通 じてスタ ッフの確保 ができた ことで ある㈹。第二 に,規
制 緩和立 法の 嗜矢 となった 「1977年 ミニ バス法」(MinibusActof1977)によ って,非 営利組
織 が 「ミニバス許可」(minibuspermit)を 取得 して ミニバスを 「有償 で」 貸 し出 した り,運 行
した りできるようにな った ことである。 この法律は,ボ ランタ リー部門 による ミニバ ス ・プロジェ
ク トの重要性 を認識 した もので,そ の主 たる内容 は次 の通 りである。
① 地 方 自治体 お よび 「教育,宗 教,社 会福祉お よび地域 社会の利益 を 目的 とす るその他の活
動 に関 わ る組織」 に対 して,所 有す る ミニバ ス(9～16座 席)お よ び運転手 につ いて,PSV
(公 共 サー ビス車両)免 許 お よびPSV運 転手免許 を取得せ ず,簡 単 な許可(permit)を 受
けるだけで,有 償 で(forhireorreward)ミニバ スを使用 す ることを認 める。
② 料 金 は運行 コス ト(減 価 償却 を含 む)を カバ ーす る範 囲 と し,利 益 を 目的 としてはな らな
い。 また,こ のサー ビスを一般公衆 に提供 して はな らない。
③ 許可 を与え るの は,当 該地域 の交 通委 員会(バ ス規 制当局)お よび各種 の 「指定 団体」 で,
後者 には地方 自給体,全 国的な ボラ ンテ ィア組織な どが含 まれ る(32)。
有 償のバ ス事業 につ いて は 「1930年 道路交通法」 お よびこれを引 き継 いだ 「1960年 道 路交通
法」 に基づ いて,厳 格 な免許 制度が実施 されてきた。 その種類 は大 き く 「PSV免 許」 と 「RS免
許」(道 路事業免 許)に 分 け られ,前 者 は主 として安全規制,後 者 は経済 的規制 をその内容 と し
ていたが,「1977年 ミニバ.ス法」 では,公 益 を目的 とす る活動 に対 して,前 者 の規制 が緩 和 され
た。 また,同 法 の施行以前,グ ルー プ ・ハ イヤー ・ミニバ スを運営 する組織 は,利 用す るグル ー
プに対 して 「寄付」(事 実上 の料金)を 求 めていた が,同 法 に よって料金 の徴収が合法化 され る
こ とにな った(33>。1979年 度 に発行 され た ミニバ ス許可 は約1,900件 と推定 されている(34>。
1970年 代 に は,コ ミュニ テ ィ ・ トラ ンス ポー トに関 連す る もう一つ の規 制緩 和立法 と して
「1978年 運輸法」 が成立 して いる。 この法律で定め られ たのは,第 一 に,地 域社会 の利益 を 目的
とす る非営 利 の ミニバ ス事業(コ ミュニテ ィ ・バ ス)に 対 して,PSV免 許 な しで普通乗 合運送
を行え る ように した こと(RS免 許 も簡 単 な手続 きで交付 され る),第 二 に,地 方 自治体 お よび
交通委 員会 によ って承認 された ソー シャル ・カー ・システムに対 し,非 営利 を条件 として,PSV
(31)Nutley,pp,221-222;Sutton&Gillingwater,p.13.
(32)Nutley,pp,215-216;Sutton&Gillingwater,p.126.
(33)Sutton&Gillingwater,p.13.「1977年ミニ バ ス 法 」 以 前 に ミニ バ ス に 対 す る規 制 緩 和 を 定 め た 法 律
と して,「1960年 運 輸 法 」 お よ び 「1968年 運 輸法 」 が あ る。 前 者 は12座 席 以 下 の ミニ バ ス に 対 して,
有 償 で は な い 場 合 に,PSV免 許 を 取 得 せ ず に運 行 す る こ とを 認 め た もの で(す な わ ち厳 格 な車 両 基 準
に 従 わ な くて もよ くな っ た),こ れ 以 後,営 業 用 バ ン を改 造 した ミニ バ ス が大 量 に生 産 さ れ る よ う にな
り,小 規 模 事 業者 や ボ ラ ンテ ィ ア組 織 に も ミニ バ ス の購 入 が可 能 に な っ た。 後者 は12座 席 以 下 の ミニ
バ ス に対 して,代 替 的 な 交 通 機 関 が 存 在 しな い場 合 に,RS免 許 を 取 得 しな く と も,「 許 可 」 だ け で 乗
合 運 送 を行 う こ と を認 あ た も の で,1970年 代 に,農 村 地 域 の 「補 完 的 公 共 交 通 機 関」 と して の郵 便 バ
ス(postbus;郵 便 物 と旅 客 の 混 乗)が 飛 躍 的 に 発 展 す る要 因 と な っ た 。Sutton&Gillingwater,
p.10;中 条,pp.46-47ほ か 。
(34)Ibid.,p.9.
(75)イ ギリスにおける高齢者 ・障害者のモビリティ確保対策の展開過程75
免許 な しで運賃収受 と広告 を行 えるよ うに した ことであ る(訪}。
3.ダ イヤル ・ア ・ライ ドの登場お よび役割 の変化
ダイ ヤル ・ア ・ライ ド(dial-a-ride)は,個 別 の利用者 のニ ーズに対応 して運行 され る 「需要
応 答型」(demand-responsive)のミニバ ス ・サー ビスであ り,公 共交通機 関 と して運行 される
もの と,高 齢者 ・障害者 に利用 を限定 した ものの2種 類 に大別 され る。 いず れ も,電 話 その他 の
手段 を通 じて予約す る方式 が採 られ るが,後 者 については,① 高齢者 ・障害者 向けの設備 を もっ
た ミニバスを使用,② ボラ ンテ ィアの参加 によ る運 営,③ ドア ・ツー ・ドア ・サー ビス とい った
特 徴が ある。 イギ リスでは しば しば,前 者 を 「1970年 代 の」 あ るいは 「第1段 階 の」(thefirst
phase)ダ イヤル ・ア ・ライ ド,後 者 を 「1980年 代 の」 あ るいは 「第2段 階 の」(thesecond
phase)ダ イヤル ・ア ・ライ ドと呼んで いる㈲。
ダイ ヤル ・ア ・ライ ドは,ア メ リカの影響 を受 けて導 入 された もので ある。 アメ リカで は,
1960年 代後半 にダイヤル ・ア ・ライ ドの研究が進 み,1969年 にオハ イオ州 マ ンス フ ィール ドで
最 初の実験運行が開始 された。 その第一 の 目的は,分 散 した トリップ ・パ ター ン(多 様 な出発地
と多様な 目的地)に 応 える,き めの細 かいバス ・サー ビスを提供す るこ とであ り,第 二 は,人 口
密 度の低い郊外住宅地 区に対 して,通 勤 目的以外の交通需要 に応え るバ ス ・サー ビスを提 供する
ことで あった。路線 および運行 スケ ジュールが固定 されて いる在来 のバ ス ・サー ビスでは,分 散
した トリップ ・パ ター ンに対応 する ことも,人 口密度の低 い地域 に適切 なサー ビスを提供 す るこ
とも困難で あった⑳。
イギ リスの第1段 階の ダイヤル ・ア ・ライ ドも,ア メ リカ と同様 の 目的で導入 され,1972年
に最初 の実験運行 がオ ックスフ ォー ド県のア ビン ドン(Abingdon)で 開始 され た。運営 主体 は
国有 の全国バ ス会 社(NBC)の 子 会社 であ った。 その2ヵ 月後 には,ケ ン ト県 メイ ドス トー ン
で も開始 され,1976年 までに12の プ ロジェク トが出揃 うこ とにな った。導入地域 は1つ の例外
(ケ ンブ リッジ県 の事 例)を 除き,全 て都市地域 であ り,運 営主 体 の大半 は,自 治体バ ス,旅 客
輸 送公社(PTE),ロ ン ドン ・トラ ンスポー ト,全 国バ ス会 社な ど公共部 門であ った。 また車 両
は,住 宅地 区を通 るため,小 型 の ものが使用 されたが,そ の大半 は15～17座 席の ミニバ スであ
り,1980年 代 に小 型バ スが全国的 に普及す る契機 とな った といわれ る㈹。
しか し,第1段 階の12の プロジェク トはほぼ完全な失敗 に終 わ り,1980年 までに全てが廃止
され ることにな った。 その原 因 と して,Oxleyは 次 の3点 を挙 げて いる。 第一 に,ダ イヤル ・
ア ・ライ ドの導入 によ って新 たに生 じた トリップはご くわず かであ り,マ イ カーか らの転移 もわ
ず か で あ った。 第二 に,技 術 的な 理 由か ら,広 く分 散 した トリップ ・パ ター ンに対 応す る'






の プ ロジ ェク トも運営費 の回収 さえ できなか った という点 であ る。 また,Nutleyは もう一つ の
要因 と して,既 存の公共交通サ ー ビス との間の調整 が行 われなか った ことを挙げて いる(39)。
このよ うに,第1段 階の ダイ ヤル ・ア ・ライ ドが次 々と廃止 されて い った1970年 代 後半,高
齢 者 ・障害者 に相応 しい交通手段 とい う観点 か ら,再 評価 の動 きが出て来 る。すなわ ち 「第2段
階」の ダイヤル ・ア ・ライ ドの登場 である。 その背景 には,従 来 の コ ミュニテ ィ ・トラ ンスポー
トが,高 齢者 ・障害者 な ど移動制約 者の ための個別 的サー ビス(personalizedservice)として
不 十分 とい う認 識があ った。 例えば,グ ループ ・ハ イヤー ・ミニバ スの場合,① 利用者 はコ ミュ
ニテ ィ ・ トラ ンスt一 ト組 織に加盟 してい る地域 グル ープ(affiliatedcommunitygroups)の
メ ンバ ーでなければな らない,② 利用 目的が必ず しも自由ではない,③ 必 ず しも ドア ・ツー ・ド
ア ・サー ビスで はない,な どの問題 があ った。他の種類 のコ ミュニ ティ ・トラ ンス ポー トの場 合,
運 営は よ り弾力 的だ ったが,や は り理想 には程遠 い ものだ った。求 め られていたのは完全な 「需
要応 答型」 のサー ビスであ り,① ドア ・ツー ・ドア ・サー ビス,② 全 ての移動制約者 に利用で き
る,③ 利用 目的が 自由,④ 適切な設備の専用車両を使用す る,な どの条件 を備えたサー ビスであっ
た。 そ して,こ れ らの条件 を満たす もの と してダイ ヤル ・ア ・ライ ドが着 目されたのであ る。 第
1段 階の ダイヤル ・ア ・ライ ドにと って最 大の問題 で あったコス ト問題 につ いて は,ボ ランテ ィ
アを活 用す るこ とによ って改善 が可能だ と考 えられた㈹。
第2段 階 の ダイヤル ・ア ・ライ ドの先 駆 となったのは,1975年 にエデ ィ ンバ ラで開始 された
サ ー ビスだが,自 らを ダイヤル ・ア ・ライ ドと称 した最 初 の事例 は,1979年 の コヴェ ン トリー
の サ』 ビスで ある。1980年 代,ダ イヤル ・ア ・ライ ドはロ ン ドンを 中心 と して飛 躍的な発展 を
見せ るが,そ の要因 は,前 節 で述 べた コ ミュニテ ィ ・トランス ポー ト全般の発展要 因(都 市再 開
発 の一環 と して の財政補助,雇 用創 出政策,規 制緩 和立法)に 加えて,ア メ リカおよび ヨー ロ ッ
パ1ピおけ る成功事例の影響 もあ った とされ るω。
4.移 動手当の導入
「1975年 社会 保障年 金法」 に基 づ き1976年 か ら実施 され た新 しい モ ビリテ ィ対策 と して,移
動手 当(mobilityallowance)の支給 があ る。 これは社 会手 当(42>の一つ と して,歩 行が できな
い重度 障害者 に対 して支給 され る手 当で,従 来の 自動 三輪車(trikeorthreewheeler)の現物
支給 に代わ る政 策であ った。 自動三輪車 は 「1946年 国民保 健法」 に基 づいて,1948年 か ら非軍
(39)Nutley,pp.89-98;Sutton&Gillingwater,p.18;DETR(1999)para.2.21.なお,ダ イ ヤ ル ・ア ・
ラ イ ドは す べ て廃 止 され た が,ほ とん どは 固 定路 線 の バ ス ・サ ー ビス に 代 わ り,そ の 一 部 で は ミニ バ ス
が 使 用 され た 。Nutley,pp.97-98.
(40)Nutley,pp.222-224.
(41)Ibid.
(42)イ ギ リ スの 社 会 保 障 給 付 は拠 出給 付 と無 拠 出給 付 に分 け られ る。 後 者 は 国 の 一 般 税 収 か ら支 給 さ れ る
もの で,所 得 関 連 の 給 付(補 足 給 付,住 宅 給 付 な ど)と 社会 手 当 に 分 け られ る。 社 会 手 当 は児 童,障 害
者,退 職 者 等 を対 象 と して,一 定 の資 格 要 件 を 満 た す者 に手 当 の形 で 給 付 を 行 う制 度 で あ る。 社 会 保 障
研 究 所 編,p.161。
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移動手当の受給資格要件には,年 齢要件 と医学的要件があ り,5歳 以上で年金受給年齢(男65
歳,女60歳)未 満,か つ 「歩行が不可能あるいは実質的に不可能」というものである。手当は
週5ポ ンドで,使 途の制限はなく,移 動以外の目的でも使用できる。移動手当導入の目的は,障
害者が自分に最適な交通サービスを自ら選択できるようにするというもので,自 動車支給をめ ぐ
る議論で置き去 りにされがちだった,運 転のできない障害者のニーズを認識 したという意味で,
従来の政策の大きな変更であった。ただ し,財 源の問題か ら,支 給対象を相対的に若い障害者に
絞ることになったが,こ れは雇用を通 じて障害者の経済的自立を促す という政府の政策を反映す




ける修正動議が提出されたが,当 時の労働党政府は,主 としてコス ト問題を理由にこれを受け入
れず,代 わ りに通達の公布を約束した(1970年5月)。 しか し,直 後の6月 に保守党への政権交
代があ り,保 守党政府はようや く1973年 になって,環 境省(1970年 設置の運輸行政担当官庁)
の通達 「公共交通機関の障害者旅客について」を発 した。 これはバス ・鉄道の事業者および車両
メーカーに対 し,「(車 両に関する)比 較的広範に存在 し,か つ比較的処理 しやすい問題のいく
つかを克服するための建設的な提案として」提出された定性的なガイダンスであり,強 制力を伴
うものではなかった㈹。
1970年 代の公共交通機関におけるモビリティ対策としては,「1968年 運輸法」に基づく鉄道 ・
バスの運賃割 引が多 くの 自治体で実施 された ことに加え,イ ギ リス国鉄がイ ンター ンティ
(InterCity;特 急列車)を 中心に,車 椅子でもアクセス可能な新型客車の導入を進めたこと,バ
スのデザインの改良が進んだことなどが挙げられる程度である㈹。運賃割引の実施状況について'
は,1976年 に運輸省がイングランドおよびウェールズで調査を実施 し,報 告書をまとめた。こ
のうち,高 齢者に関する調査結果の概要は次の通 りである㈲。
① 年金受給年齢以上の高齢者(以 下,高 齢者と表記)850万 人のうち90%(760万 人)が,
運賃割引を実施 している自治体に住んでいるが,運 賃割引資格 の保有者 は高齢者総数の
(43)Garden,P30;Large,pp.340-341.





84%(710万 人)で ある。運賃割 引を実施 していない 自治体 は農村地域 に多 い。
② 大都市 地域 は一般 に割 引率が 高 い。 例 えば,ロ ン ドンのほか,タ イ ン ・ア ン ド ・ウ 土ア
(ニ ューカ ッスル地域)な ど4つ の大都市県で100%割 引(無 料)が 実施 されてお り,残 る2
つ の大都市県の うちウェス ト・ヨークシャーでは半額 割引,ま たグ レーダー ・マ ンチ ェスター
では4ペ ンスの均一運賃が実施 されてい る。
③ 高齢者 に対 する運賃 割引の資格要件 と して,年 齢 以外 の要件 を加えて いる 自治体 は半数以
上 に上 ってお り,そ のため,運 賃割 引を実施 してい る自治 体に住みなが ら,運 賃割 引資格 を
保有 していない高齢者が50万 人(高 齢者総数 の5%)い る。
1970年 代 に導入 された運 賃割 引制度 と して は,イ ギ リス国鉄 の 「高 齢者 レール カ・一 ド」(Se-
niorCitizensRailcard)が あ る。 これはマー ケテ ィングの一環 として導入 された もので,高 齢
者 の長 距離旅客 を獲得す ることが 目的であ った(48)。60歳 以上 の高齢者が対象 であ り,レ ールカー
ド(有 料 で1年 間有効)を 保 有すれ ば,普 通乗車券 および割 引乗車券 を所定 の割引率で購入 でき
る とい う ものである。
IV交 通政策 としてのモ ビリデ ィ確保対策の発展1980年 代
1980年 代 は交通政 策 と してのモ ビリテ ィ対策 の発 展期,す なわ ち,公 共交通機 関の改善 を 中
心 とした本格的 なモビ リテ ィ対策 の発展期であ り,「1985年 運輸法」 によって 「障害者 の交通ニ ー
ズへの十分 な配 慮」が義務 付 け られ るに至 った。 ただ し80年 代 は,サ ッチ ャー政権 によ る公共
支 出削減政策が進 められ たため,交 通 政策 と してのモ ビ リティ対策 も,費 用効果 を重視 した対策
が 中心 であ った。すなわ ち,歩 行 が可 能な高齢者 ・障害者を対象 とす る低 コス トで効 果の高い対
策 が主 に進 め られたのであ る。 しか し,こ う した制 約の 中にあ って も,1985年 法 に よって設 立
され た障害 者交通諮問委員会 と運輸省 の連携 によ って,「 バ ス車両 の仕 様に関す るガ イ ドライ ン」
の作成 ・普及 な ど地道かつ現 実的な対策が進め られ,公 共交通機関の改善は着実 に進 んだ。一方,
イギ リス国鉄な ど交通事業者の側 で も,こ うした機運を受 け,独 自に車椅子使用者 のための施設 ・
設備 の改善 を行 うなど,積 極 的な対策 を進 め る者 が現 れた。80年 代 はまた,コ ミュニ テ ィ ・ト
ラ ンスポー トが一層 の発 展を見 た時期 で もあ った。70年 代 の コ ミュニ テ ィ ・トラ ンスポー トが,
グルー プ ・ハイ ヤー ・ミニバ スな ど団体輸送 を主 た る 目的 と したのに対 し,80年 代 には,個 々
の移動制約者 のニーズ に応え る 「ダイヤル ・ア ・ライ ド」が登場 し,大 きな発展 を見 せた。 なお;
公共部 門交通 で は,公 共支出 削減政策 の結 果,公 共 部門交通 の予算が大幅 に削減 され,ボ ラ ンタ
リー部 門への依存が強 まることにな った(49)。
(48)Glover,p.179ほか 。
(49)本 章 の 第1節 ～第3節 に 関 して,詳 細 は松 尾 ・小 池 ・中村 ・青 木,pp.101-115を 参 照 され た い。
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1.交 通政策としてのモビリテ ィ確保対策の本格化
運輸 省が1989年5月 に発表 した公式文書 『交通 と障害 一 目標 と優先順位 に関す る表明』は,
「イギ リスの600万 人 を超 え る人々が何 らかの障害 を持 っている」 とい う言 明か ら始 まって いる。
そ して,モ ビリテ ィの制約 に よ って社 会的不利,す なわ ち 「モ ビリテ ィ ・ハ ンデ ィキ ャ ップ」
(mobilityhandicap)を 持つ人 々の数 は,総 人 口に 占める高齢者 の割合が大幅 に増 加す るため,
今 後数 十年間 にわ たって増加す ると予測 している㈹。
イギ リスにおいて,移 動制約者問題が交通 問題 と して本格的 に取 り上 げ られ るよ うにな ったの
は1980年 代以降 のことであ る。 それ以前 は概ね,高 齢者 ・障害者 の福祉問題 の一部 と見 な され
てきた。福祉 問題か ら交通 問題 へ とい う,視 点の大 きな転 換が行 われたの は1980年 前後 の こと
であ る。前掲の文書 によれ ば,「 運輸 省 は1980年 以来,障 害を もった人 々の移動 ニーズに焦 点を
当て ることに努 めてきた」㈲ とい う。 事実,こ の年,障 害者の ためのモ ビ リテ ィ対策 を担 当する
組織 と して,運 輸 省内 に 「障害者 交通対策室」(DisabilityUnit)が 設置 されてい る。 こ うした
姿勢 の転換 を もた らす直接 的な契機 とな ったの は,1976年 の国連総会 にお いて,1981年 を 「国
際障害 者年」 と定 め,障 害者の社会参加 を実現 す るため国際的な取組み を行 うこ とが決議 された
ことであ る。70年 代後半 には,前 章 で述 べた 「1977年 ミニバ ス法」 と 「1978年 運輸法」 が制定
されたが,こ れ らの法律 は,そ の後 の コ ミュニテ ィ ・トラ ンスポー トの発展 に大 き く道 を開 く規
定 を含んで お り,80年 代以降 の政策展 開の前触 れ と もな った。 しか し,こ れ らの法 律では まだ,
公共交 通機関のモ ビリテ ィ対策 は取 り上 げ られていなか った。
直接的契機 と しての 「国際障害者年」以外 には,次 の3つ の背景 を挙 げることができる。 第一
に,高 齢化 の進展 であ る。 イギ リスの高齢化 は1970年 代に著 しく進 み,65歳 以上の高齢者 の割
合 は,1970年 が12.94%,80年 が15.08%と な り,75歳 以上 の後期高齢者 の割合 も同様 に増大 し
ていた。第二 に,高 齢者 ・障害者政策 におけ る,施 設 福祉か ら在宅 ・地域福祉へ の転換 であ る。
高齢者 ・障害者の在宅化 が進 み,通 院,福 祉施設 への通所,買 物,レ ジャーなど さま ざまな移動
ニーズが増大 していた。第三 に,交 通事業者 が,移 動制約者 を 「オ フ ピー ク時の有力 な潜在市場」
として再認識 した ことである。
1980年 代 の運輸省 の政策 は,① 関係法規 の整 備,② 調査 と研 究開発,③ 自治体,交 通事業者
およ び車両 メーカ ーに対 す る啓 発 と説得,に 集約す る ことがで きる。 その 目標 は,「 障害者交通
対策 室を通 じて,交 通 の全分野 一 歩行環境 か ら,あ らゆ る形態 の私的交通手段 および公共交通
機 関 まで 一 にわ たって,変 革へ の刺激 を生 み出す ことと,改 善 を可能 とす るよ うな手段 をつ く
り出す こと」㈱ で あ った。運輸 省 と並ん で,地 域 交通当局や交通事業者 も,あ るいは運輸省 の指





運輸省 は,「 最 も著 しいのは,交 通事 業者の姿勢 と理解 が根本的 に変化 した ことである。 彼 らは
今で は,障 害 を もった人 々のニ ーズに配慮 することを,自 分 たちの当然 の責 任 と して受 け入れて
い る」㈹ と評価 している。
ところで,1980年 代 のイギ リスにお けるモ ビリティ対策 の基本 的考 え方 は,ア メ リカや カナ
ダ とはか な り異 な ってい る。 後者で は,移 動制約者,特 に障害者 のモ ビリテ ィ問題は 「人権」の
問題 と考 え られてお り,車 椅子 使用者 を含 む全ての移動制約者 が,交 通 サー ビスに 「平 等に」ア
クセ スで き る機会 を確保 す ることが対 策の 目標 とされていた。 ここで,「 平等 に」 とい うのは,
健常者 が利用す るのと同 じ交通手段 で という意味で あって,原 則 と して公共交通手段 によ る対応
が求 め られて お り,現 実 に,そ れを義務付 ける法 律が定め られ ていた㈹。
一方,イ ギ リスの場合 は,モ ビリティ問題 は 「交通」 の問題 とされ,交 通手段 の如何 を問わず,
移動 ニーズの充足 こそが 目標 とされた。 そ して,交 通手段 の選択 について は,費 用効果 を考慮 し
て決定 すべ きだと考え られて いた。具体 的に は,公 共交通 機関 につ いて は,移 動制約者 の大部分
を 占める歩行 可能 な高齢者 ・障害者 を主 た る対象 として,比 較 的 コス トの低 い改善措置 で最大 限
の効果 を実現す る。他方,車 椅 子使用者 には,1人1回 当た りの運営費用 は高 い ものの,投 資費
用 の低 い専用 サー ビスを提供 す るか,タ クシーを利用 させ る とい う もので ある(55)。な お,鉄 道
(イ ギ リス国鉄)に つ いては,事 業者 のイニ シャテ ィブで,イ ンター ンテ ィの車両 を中心 と した
:車椅子対 策 が進 んで いたほか〔56),80年 代 に開業 したロ ン ドンの ドックラ ンズ ・ライ トレール や
ニ ュー カ ッスルの ライ トレール は,車 椅子 で完全 にアクセス可能 な システム とな って いたが,全
体 と して,・80年 代の車 椅子対策 はきわめて遅 れていた。
2.「1984年 目ン ドン地域運輸法」 および 「1985年 運 輸法」
1970年 まで に制定 された モ ビ リテ ィ確保 に関す る運輸 法規 と して は,「1968年 運 輸法」 と
「1969年 運 輸(ロ ン ドン)法 」 の運賃 割引 に関する規定,そ れ に 「1977年 ミニバス法」 と 「1978
年運 輸法」 の コ ミュニ テ ィ ・ トラ ンスt一 ト関連 の規定が主 な ものだ ったが,80年 代 に入 り,
新 たに2つ の重要 な法律 が制定 された ほか,タ クシー に関す る警視庁規則 も制定 されてい る。
まず 「1980年 運輸法」 は,77年 法 および78年 法 に続 き,非 在来型交通 サー ビスの規制緩和 を
さ らに進 め る規定 を含ん でいる。 すなわ ち,① 事前 の合意 と非営利 を条件 に,・ソー シャル ・カー
の運賃 収受 を容認す る規定,② スクールバ スによ る成人 の有 償輸 送 に対 して,「 許可 」の取得 を
不要 とす る規 定,③17座 席以上 のバ スに対 して も 「ミニバ ス許 可」 を付与 で きる とす る規定 で
あ る。 これ らは,高 齢者 ・障害者 のモ ビ リテ ィ確保 に関 して も重要な意義を有 していた。
ただ し,モ ビ リテ ィ対 策の本格 化 を告 げる法律 は,「1984年 目ン ドン地 域運輸 法」(London
(53)Ibid.
(54)Transport,Dec.1986,Junel990ほか を 参考 に した。 詳 し くは 中 村,pp.133-144。
(55)Ibid.た だ し,コ ス ト問題 の ほ か に,運 行 の遅 延 の 問 題 も勘 案 され て い る。
(56)長 距 離 輸 送 サ ー ビス の 場 合 は,運 行 の遅 延 の 問題 が少 な く,車 椅 子対 策 歩実 施 しや す い。
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RegionalTransportActofl984)と「1985年 運輸 法」 であ る。84年 法 は,そ れ まで大 ロ ン ド
ン議会(GLC;立 法 機関であ ると同時 に行政機 関)(57)の所管 であ った ロン ドン運輸公社(LTE)
を,政 府所管 の ロ ン ドン地域運 輸公社(LondonRegionalTransport;LRT)に衣替 えす るた
めの法律であったが,法 案審議過程で追加 された第2条 第7項 では,LRTに 対 し,「 障害者のニー
ズ に十分 な配慮(dueregard)を 行 うこと」 を義務付 けてい る。 これ は,抽 象 的な表現 なが ら,
障害者 のモ ビリテ ィ確保 を義務 付 けた イギ リス最初 の法律 とな った。
一方,「1985年 運輸 法」 は,高 齢者 ・障害者の モ ビリテ ィ確保 に関 して もい くつかの重要 な規
定 を含 ん で い る。 それ らを大 別 す る と,地 域交 通 政策 を担 当す る各 機 関(旅 客運 輸 委 員会
〈PTA>,旅 客運 輸公社 〈PTE>,県,郡 および ロン ドン特別 区)に 対 して,一 定 の政策行為(高
齢者 ・障害者 の交通 ニーズへの配 慮,運 賃割引,補 助金交付 な ど)を 義務 付 けた り,許 可 した り
す る規 定 と,障 害 者 交通 諮 問委 員会(DisabledPersonsTransportAdvisoryComlnittee;
DPTAC)の 設置 に関す る規定 であ る(58)。DPTACは 運輸大 臣の諮問機 関であ り,そ の任務 は,
公共交通 に対す る障害者 のニーズ に関 しての あ らゆる問題 を検討 し,運 輸 大臣 に適切 な助言 を行
うことで ある(委 員長 を含む委員 の半数以上 は障害 者)。DPTACは1980年 代 後半 に,バ ス車両
の改善 に関す る勧告 の作成 な どに よって,運 輸省 の政策形成 に大 きな影 響力を発揮 した。
85年 法 にはまた,非 在来 型交通 サー ビスある いはコ ミュニ テ ィ ・ トラ ンス ポー トに関連 する
重要な規定が含 まれている。第一1こ,タ クシーお よびハイヤーの相乗 りが合法化 され た。第二に,
レク リエー シ ョン目的での ミニバ ス使 用につ いて も,「 ミニバ ス許可」 のみで有償運行 がで きる
よ うにな った(「1977年 ミニバス法」 の適用 範囲の拡大)。 第三 に,コ ミュニ ティ ・トラ ンスt一
トが 「公共交通」 と定義 され,非 商業 的な在来型バ ス ・サー ビスの場合 と同様 に,自 治体 の補助
を受 け られ るよ うに なった。 第 四に,ロ ン ドン地域運輸 公社(LRT)に 対 し,ボ ラ ンテ ィア組
織 によって提供 され る障害者専用 交通 サー ビス(ダ イヤル ・ア ・ライ ド等)に 補助金 を交付 する
ことが認 め られ た(GLC廃 止 に伴 う措置)。 第 五 に,「 ミニバ ス許 可」制度 の明確化 と単 純化が
実現 した。 すなわ ち,「1977年 ミニバ ス法」 で は,許 可 は特 定の グル ープかつ特定 の車両 に対 し
て与え られ たため,車 両 の共 同利用(sharing)は 容易 でなか った。 しか し,85年 法で は,許 可
は事業者(operator)に 対す るもののみ とな り,グ ルー プが,共 同利用あ るい は レンタル(com-
mercialhire)の 形で他の車両 を借 りるのが容易 にな った(59)。
(57)「1985年 地方自治法」により,GLCは 廃止された。
(58)主 要な規定は次の通 り。①PTA・PTEに 対 して,高 齢者 ・障害者の交通ニーズに配慮することを義
務付ける規定(た だし,高 齢者 ・障害者の定義はなされていない)。②PTA・PTEの 置かれていない
県(い わゆるshirecounty)の 県議会に対して,① と同様の義務を定める規定。③PTA,県 議会およ
び郡議会に対して,高 齢者 ・障害者のための運賃割引と事業者への補償措置を認める規定。④PTA・
PTE,県 議会,郡 議会,ロ ンドン特別区議会に対 して,障 害者のたあの車両 ・設備 ・施設の提供 ・維





運 輸省 の交 通 ・道路研究所(TRRL)が1982年 に実施 した調査 によれば,65歳 以上 で,車 両
の物 理的 な構 造が原因でバ スを利用 で きな い者は9%,利 用 でき るものの大 きな困難 を伴 う者が
16%と な ってい る(60)。「1985年 運 輸法 」 の審議過程 で この問題 が取 り上 げ られ,政 府 は新設 の
DPTACに,バ ス改善 のための勧告 の作成 を委ね る ことにな った。勧告 は1988年6月 に,「 バ ス
車両 の仕様 に関するガイ ドライ ン」 と して公表 され,運 輸省 は,自 治体,交 通事業者 お よび車両
メー カー に対 し,勧 告 に沿 った改善 措置を実施す るよう様 々な形 で働 きか けた。 ガイ ドライ ンの
序文 には,勧 告の意義が次の よ うに述 べ られてい る。「イギ リスで は,バ スの乗客の20%は 退職
年齢(男65歳,女60歳)以 上の人 々で ある。 この年齢層 の40%は,身 体的 な理 由か ら,歩 行
や,階 段等の昇 り降 りや,平 衡 を とることが困難 で ある。 こう した困難 のため,そ れ らの人 々は
バ スの利用 を躊躇 した り,ま た実際に利用 しようと して もそれが できなか った りして,孤 立 した
状態 に置かれ る可能性が ある。 同 じことは,同 様 のハ ンデ ィキ ャップを もつ若年層 の多 くの人 々
に も当て はまる。 これ らの人 々は 『潜在的な』旅 客であ り,バ ス事業者 に とって,営 業上 の損失
で もある。実 際の ところ,こ の勧告で取 り上 げられ ている内容 は,買 物の重い荷物 を持 った人 や,
幼児 を連 れた人 など,広 範 な旅客 の利益 にな るものであ る。」(6')。
規定 内容の特徴 を要約す ると,第 一 に,比 較的軽 度の歩行障害や視覚障害 を もった人 々(移 動
制約者 の大部分 が含 まれ る)の ための改善提案であ ること。 したが って,車 両 の低床化 や車椅子
用 スペー スに関す る規定 は含 まれていない。第二 に,技 術的 ・コス ト的 に実現可能 な提案 だ とい
うこ と。 第三 に,提 案の大半 は 目新 しい ものではな く,す で に一部のバ ス事業者 によ って採 用 さ
れて い るとい うことで ある。 したが って,勧 告の意 義は,す で に実施 され ている低 コス トかつ実
施 しやすい改善措置を体系 的に提示 す ることによ って,自 治体,交 通事業者 および車両 メーカー
を啓 発 し,大 部 分の移動 制約者 のモ ビリテ ィ向上 を 目指 した もの と言 え よ う。 な お運輸 省 は,
DPTACの 提 案 に基 づき,勧 告 内容の義務 化 を検討 したが,実 現 には至 らなか った(62)。一方,
「1990年 の末 まで は,重 点 は車 椅子使用者 ではな く,高 齢者お よび歩行可 能な障害者 に置 かれて
いた」(63)ため,1980年 代の車椅子対策 はまだ不十分 な ものであ った。
1980年 代 の対策で 注 目すべ き事 例 と して,ロ ン ドンの タク シーが ある。 警視庁 の免許規則 の
改正 によ り,1989年2月1日 以降,新 たに免許 を申請 す るタク シーは,車 椅子 に乗 ったまま乗
り降 りで き る構造 とす ることが義 務付 け られ た。 既存 の タク シーにつ いて も,2000年1月1日
まで に同様の改善が義務付 け られた。 これは,障 害者 のためのモ ビリティ確保 を具体 的な形 で義
(60)ECMT(1986)p,124.
(61)DPTAC(1988)p.9.
(62)車 両 に 関 す る運 輸 省 の 「構 造 と使 用 に 関 す る規 則 」(ConstructionandUseRegulation)に組 み入
れ る こと が考 え られ て い た。 な お ス ウ ェ ーデ ンで は 当 時,タ ク シ ー を除 く全 て の 公 共 交 通 機 関 に つ い て,
輸 送 具(車 両 な ど)の 改 善 が 義 務 付 け られ て い た。
(63)U.K.DoT(1991)p.2.
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務付 けた,イ ギ リス最初 の法令 であ る。 タクシーは,ド ア ・ツー ・ドアの公共 交通 手段で あるこ
とか ら,こ の法令 は,車 椅子使用者 に とって大 きな意義 を有す る ものとな った。特 に,歩 行環境
の整備や他の公共交通機関 の整備が不十分な状況では,そ の意義 はきわ めて大 きか った。 さらに,
ダイヤル ・ア ・ライ ドの補完策 であ る 「タクシー カー ド」(タ クシーを低料金で利用 できる制度。
後述)の 効果 を高 める上 で も,重 要 な対策 とな った。
4.ダ イヤル ・ア ・ライ ドの発展
1975年 にエ デ ィンバ ラで開始 された高齢 者 ・障害 者 向けの需要応 答型 の交 通 サー ビス(第2
段階 のダイ ヤル ・ア ・ライ ド)は,1970年 代 のイギ リスでは まだ重要 な存在 ではなか った。例
え ばNormanは,1978年に開催 された 「高齢者 ・障害者 の交 通 に関す る国際会議」 でイギ リス
の ボラ ンタ リー交通 の現状 と課題 について報告 して いるが,需 要応答型 の交通 サー ビスへの言及
は皆無 であ る(W:。 ダイヤル ・ア ・ライ ドが普及す るのは1980年 代 であ り,そ の契機 とな ったの
1まコヴ ェン トリー(1979年)お よび ロン ドン 例イズ リン トン区(1980年)の サー ビスであ る。
両者 は共 に 自治体 によ って運営 され,資 金 は主 として 「1978年 イ ンナー ・エ リア法」 に基 づ く
都市再開発計画(UrbanProgramme)を通 じて調達 された。
ロ ン ドンは,労 働党が支配 す る大 ロ ン ドン議 会(GLC)の 強 い支援 によ って,や がて第2段
階の ダイヤル ・ア ・ライ ドの一大 中心 とな った。 ロン ドンで は1970年 代後半 に障害者 グループ
が最初 に提案 し,そ れがGLCの 支援 によるイズ リン トン区議会 の実験運 行につな が った。GLC
は実験 をさ らに拡大 す るため,実 現性 のあ る計画を作成 した区にそれぞれ2台 の ミニバス,7名
の運転手,そ れ に若干名 の事務所 スタ ッフを配分 す るこ とに した。 そ の結 果,1982年 まで に5
つの区 でサー ビスが 開始 され るこ とにな った。 さ らに,GLCは 同年,ロ ン ドン全域 を対 象 とす
る障害者交通の 「イノベ ー シ ョン実験」 に着手 し,① ダイヤル ・ア ・ライ ドの補完 サー ビスであ
る 「タクシー カー ド」(Taxicardscheme)の 導入(1983年)と,② ロン ドン全域へのダイヤル ・
ア ・ライ ドの普及 を進 め,1985年6月 まで に,ロ ン ドンの全ての 区(33)に ダイヤル ・ア ・ライ
ドが導入 された。複数 の区が共 同運営 してい るケースがあるため,シ ステ ムの数は合 計30で あっ
たが,90年 代初 めには,運 営の効率化 とサー ビスの広域化 を進 める 目的か ら,6つ の システムに
統合 されて いる(こ のほか,電 話 予約 に・伴う.言葉の問題への配慮 か ら,ア ジア人 コ ミュニ ティ専
用の ダイヤル6ア ・ライ ド・システムが2つ 作 られ た)。 利用 資格 要件 は,区 の住民 で,障 害に
よ り公共交通機 関の利用 ができない者 とされた。資格保有者 は,1984年 当時 は約4,400人 で あっ
たが,88年 には5万1,000人,90年 には7万 人余 りに増加 した。 なお,90年 当時 の登録 障害者
は20万 人,移 動制約者 は50万 人(推 定)で あ った(6%
ロ ン ドンでは,GLCの 責任 の下 に,ボ ラ ンテ ィア組織 で ある各 区の地域委員 会(有 給 スタ ッ




轄 の ロ ン ドン地域運輸公社(LRT)が ダイ ヤル ・ア 壁ライ ドに責任 を負 う ことにな った。LRT
は,そ の専門的知識 と政府補 助金の配 分権 限を行使 して,サ ー ビスの効率 化(運 行面 とコス ト面)
に努 める責 任を課せ られ,以 後,費 用効 果の改善 を求めて各地 域委員会 に圧力 をかけてい った。
・なお,各 地域 委員会は,1990年 代初 めに6つ の地 区委員会 に統合 され た(66)。
ロ ン ドン以外 の地 域で は,バ ー ミンガ ムの 「リング ・ア ン ド ・ライ ド」(RingandRide)が
1980年 代 の成 功例 と して知 られてい る。 これ は 「全国 コ ミュニテ ィ ・トラ ンスポー ト相談 セ ン
ター」(NationalAdvisoryUnitforCommunityTransport;NAU)が設立 を支援 した もので,
1988年 当時7台 の ミニバス を使用 して月1万 人の旅客 を輸 送 してお り,単 独の ダイヤル ・ア ・
ライ ド・システ ムと してはイギ リス最大 であ った。 なお,イ ギ リス全土 におけるシステムの総数
は,80年 代後半 で100以 上 あ った と見 られてい る(67)。
5.コ ミ ュ ニ テ ィ ・ トラ ン ス ポ ー トの 動 向
ダ イヤル ・ア ・ライ ドを始 め と して,1980年 代 におけ るコ ミュニ テ ィ ・トラ ンスポー トの発
展 は 目覚 し く,プ ロ ジェク ト数 は1984年 当時 の300件 強 か ら90年 に は約1,000件 に増大 した も
の と推定 されてい る(68)。ま さに,「 コ ミュニテ ィ ・ トランスポー トは1980年 代 における旅客輸送
の成功物語 の一つ」(69)となった。 この発展の要因 と しては,先 に挙 げた要 因(都 市再開発 の一環
としての財政補助,雇 用創 出政 策,規 制緩和立法)に 加 え,次 の2つ の要因 を挙 げることができ
る。 第一 に,サ ッチ ャー政権 の公共支 出削減政策 によ って,公 共部 門交通サ ー ビス(ア ンビュラ
ンス ・サ ー ビス,社 会 サー ビス輸送な ど)が 削減 を余儀 な くされ,ボ ランタ リー部門への依存 を
強 めた とい う点 である。特 に,コ ミュニ テ ィ ・トラ ンスポー トが都市再 開発の一環 と して の財政
補助 お よび雇用創 出政策 の対 象 とされ たことか ら,公 共部 門交通 サー ビスの担当 当局 にとって,
コ ミュニ テ ィ ・ トラ ンスポー トはます ます魅力的 な選択肢 とな ったのであ る。第二 に,人 口の高
齢化 によ って保健 サー ビスおよ び社会サ ー ビスに対す る需要 が増大 した結果,サ ー ビスの効率化
を図 るた め,サ ー ビスの提供 を少数の大規模施設(例 えば,郡 総合病 院や郡のデ イ ・セ ンター)
に集 中 させ る傾 向が進 み,そ れ に伴 って,個 人的 な移動手段 を持 たない多数 の高齢者 にとって,
施設 への アクセスが困難 にな った という事情 である㈹。
1980年 代 の コ ミュニ テ ィ ・トラ ンス ポー トの動 向と しては,そ の規模が 急激 に拡大 したこと
に加 え,常 勤の コーデ ィネーターを置 くな ど,運 営のプ ロ化が進 んだ ことが挙 げ られ る。 これは,
適切 な組織 と統制 の必要性 が広 く認識 されるようにな った結果 であ る㈹。 さらに,第 三 の動 向と
(66)Nutley,p.225ほか 。
(67)Nutley,pp.225-226;Sutton&Gillingwater,p.2]ほか 。NAUは 運 輸 省 の 「障 害 者 対 策 室 」(Dis-
abilityUnit)の 財 政 支 援 を 受 け て1980年 代 半 ば に 設 立 さ れ た 機 関 で,コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ト ラ ン ス ポ ー ト
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して,「1985年 運輸法」 および 「1988年 地方 自治法」 の制定 によ って,他 の交通サ 」 ビス との間
の 「調 整」 の必 要性が高 ま った ことが挙 げ られ る。す なわち,85年 法 によ って コ ミュニ ティ ・
トラ ンスポー トが 「公共 交通」 と定義 され,非 商業 的な在来 バス ・サー ビスの場合 と同様 に自治
体 の補助 を受 け られ るよ うになったため,自 治体 の当局者 に とって在来型公共交通 との間 のサー
ビス調整 の重 要性 が高 まったので ある㈹ 。 そ して,こ う した複数 部 門間の調整 とい う問題は,
「1988年 地方 自治法」 に よる 「強 制的競争入札 」(compulsorycompetitivetendering;CTT)
の導入 によって,一 層広範 な課 題 とな った。 す なわち,公 共部門交通 サー ビス もま た,CTTに
よ って他 の交通 サー ビス提供者(コ ミュニテ ィ ・ トラ ンスポー トを含めて)に 開放 される ことに
な り,在 来 型公共交 通サ ー ビス,コ ミュニテ ィ ・ トラ ンスポー ト,お よび公共部 門交通 サー ビス
とい う3分 野の調整 が必要 にな ってきたのであ る㈹。
お わ り に 一1990年 代以降の展開と今後の展望
以上,第 二次 大戦後 か ら1980年 代 に杢 るモ ビリテ'イ確保対策 の展開過程 を検討 した。 これに
続 く90年 代以降 に関 して は,別 の機会 にあ らためて論ず ることにす るが,と りあえず90年 代の
対策 を要約 すれば,「 交通政策 と しての モ ビリテ ィ対策 の転換期」 と言 うこ とがで きる。 すなわ
ち,公 共交通機関の改善 を中心 としたモ ビ リテ ィ対策の課題 と して,車 椅子使用者 の問題 が初め
て本格 的 に取 り上 げ られ た時期 とい うこ とで あ る。 その象徴 が 「1995年 障害 者差 別禁 止法」
(DisabilityDiscriminationActofl995;DDA)の制定 で あ り,同 法 によ って,車 椅子 使用者
を含む移動制約者 のための 「完全な アクセ シ ビリティ」 の確保 が,交 通事業者 等に義務付 けられ
るこ とにな った㈲。特 に,同 法 に基 づ く 「アクセ シビ リテ ィ規則」(車 両 規則)で は,車 両の ア
クセシ ビリテ ィの確保義務 が具体的 に規定 され た。原則 として新製車両 が対 象だが,歩 行可能な
障害者 だけではな く,車 椅子使用者の アクセシ ビリテ ィの確保 を具体 的に義務付 けて いる。 こう
した政 策転換 を促 した要 因 と しては,1990年 に アメ リカで成立 した 「障害 を持つ アメ リカ人 に
関す る法律」(AmericanswithDisabilitiesAct;ADA)の影響 を挙 げることがで きるが,他 方,
国内的要因 と して は,90年 代以 降の景気 回復 によ って,モ ビリテ ィ対策 のための支 出増 大 を交
通事業者 に要 求でき る条件が整 って きた,と い う事情 があ るもの と思われ る。
なお,1997年 の総選 挙 で18年 ぶ りに復 活 した労働 党政権 は 「統合 的交通政 策」(integrated
(72)Ibid.,p,27.
(73)Ibid.,pp.16-17.Wilson&Gameによ れ ば,強 制 的 競 争 入 札 の制 度 は,「1979～97年 の保 守 党 政権 が
地 方 自治 分 野 に導 入 した 数 々 の変 革 の 中 で も,最 も根 源 的 か つ 影 響 の大 き い(themostfundamental
andfar-reaching)変 革 」 で あ り,「 地 方 自治体 が これ ま で に 直 面 した課 題 の 中 で 最 大 の もの の一 つ 」
で あ った 。Wilson&Game,F.339,F.342.
(74)Gardiner,PP.18-19.95年法 の 構 成 は次 の通 りで あ る。 第1編(障 害)は 障 害 と障 害 者 の 定 義 第2
編(雇 用)は 雇 用 者 等 に よ る障 害 者 差 別 の禁 止,第3編(そ の 他 の 分 野 に お け る差 別 一 商 品,施 設 お よ
び サ ー ビス)は サ ー ビス供 給 者 に よ る 障害 者 差 別 の 禁 止,第4編(教 育)は 障 害 者 に対 す る教 育 サ ー ビ
ス の 向 上 義 務,第5編(公 共 交 通)は 車 両 に 関 す るア クセ シ ビ リテ ィ規 則 の制 定,第6編(全 国 障害 者
問 題 委 員 会)は 全 国 障 害 者 問題 委 員 会(NationalDisabilityCouncil;NDC)の設 置。
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transportpolicy)を 打 ち出す と共 に,こ れを具体化 した 「2000年 運輸法」 を成立 させたが,同
法 に は,自 治体 に対 して,高 齢者 ・障害者 に対す るバ スの運賃 割引(最 低50%)の 実施 を義務
付 け る規定が 含 まれてい る。「1968年 運輸 法」 で導 入 され た,高 齢者 ・障害者 に対す る公共交通
機 関の運 賃割 引が初めて義務化 され ると同時 に,有 資格者 の範囲が拡大 され,言 語障害者,知 的
障害者 等が新 たに含 まれ ることにな った。 さらに,2000年7月 には,交 通投資計画で ある 「2010
年 の交 通 一10ヵ 年 計画」 が発表 され,イ ギ リスの鉄 道,イ ングラ ン ドの地 域交通,ロ ン ドン
の交通 な どに総額1,800億 ポ ン ドが投資 されることにな つ左。計画書 の第6.5節 では,「 全 ての新
規 投資 に障害者 のためのア クセ シ ビリテ ィを組み込 む ことは,公 的資金投入 の条件で ある」㈹ と
され,障 害者 の アクセ シビ リテ ィ確保 を新規投資 の条件 と してい る。
イギ リスのモ ビリテ ィ確保対策の これ までの成果 を概括 する と,第 一 に公共交通機関 に関 して
は,1980年 代以 降,車 椅子 対策を除 いて着実 に改善 が進 んだが,さ らに90年 代半 ば以降は,車
椅子 使用者 を含 む高齢者 ・障害者の完全 なアクセ シ ビリテ ィの確保 に向けて,着 実な前進が見 ら
れ る。 そ の要 因 としては,政 府の政策,交 通事業者 の イニ シャテ ィブ,お よび障害者 交通諮問委
員会 の貢献 を挙 げ るこ とができ る。第二 に非在来型のバ スにつ いて は,ス ウ ェーデ ンの場 合 とは
異 な り,ロ ン ドンなど一部 の都市 を 中心 とす る局部 的な普及 にとどま り,全 国的な展 開には至 っ
て いな い。第三 にコミュニテ ィ ・ トラ ンスポー トにつ いては,ダ イヤル ・ア ・ライ ド,グ ル ープ ・
ハ イヤー ・ミニ バス,ソ ー シャル ・カー'など多様な形態が普及 し,通 常 の公共交通機 関の利用 が
困難 な高齢虚弱者 および重度 障害者 に とって,貴 重 な移動手段 とな って いる。
最後 に,残 され た課題 を挙 げ ると,第 一 に,95年 法 お よび車両規則(95年 法に基づ く規則)
の 限界 と して,①95年 法 の交通 施設 関連の規定が曖 昧で ある,② 車両規 則が定 める既存車両 の
ア クセ シビ リティ実現 の猶予期 間が長 い,③ 車両規 則において低床バスの導入が義務付 け られて
い ない とい う問題 がある。 今後 は,95年 法へ の交通施設 関連規定 の追加,車 両規則 の再検討,
低 価格 の低 床バ スの開発等が必要 となろ う。 第二 に,技 術上 および財源上の理 由か ら,公 共交通
機 関の 中で最 も遅れてい るロ ン ドン地下鉄 の対策,特 に車椅子使 用者 のための対策が ある。今後
は,地 下 鉄 イ ンフラの改 良 に民 間 の資 金 ・ノウハ ウを導 入す るPPP(PublicPrivatePartner-
ship)を 着実 に進め,モ ビ リティ対策 の財源 を確i保する必要 があろ う。 第三 に,① 公共交通機関
と非公共交通機 関の間,② コ ミュニテ ィ ・トラ ンスポー トと公共部 門交通の間,③ コ ミュニテ ィ ・
トラ ンスポー ト相互間において,調 整 がきわめて不十分 なため,運 営 の非 効率 化,サ ー ビスの質
の低 さ,需 給 ギ ャ ップ等の問題が生 じている。今後 は,各 地域 において,各 交 通サー ビスの運営
主体 間の連絡組 織を作 り,地 元の 自治体 およびコ ミュニ テ ィ ・トラ ンスポー ト全国協議会 と も連
携 しなが ら,調 整を図る必要 があ ろう。第 四に,ロ ン ドンなど局部 的な普 及に とどま って いる非
在来型 のバ スを,今 後 どう取 り扱 うべ きか という問題が ある。 ロ ン ドンにおいては低床バ スの普
及 が急速 に進 んでいる ことか ら,将 来 は,需 要水準 の低 い一部地域 を除いて,廃 止 され る方向 に
ある もの と考 え られる。
(75)CitedinDPTAC(2001)AppendixA.
(87)イ ギリスにおける高齢者 ・障害者のモビリティ確保対策の展開過程87
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